
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































，諦13540 45 50 55 65 75
ηL＊（・）
7五H＊（・）
7肌＊i・）
7HH＊i・）
　0　　　　301．068　301．07　　　　2，304
301．068　301．068　　2，304　　　　　　　0
　0　　　　0　　　　0
　0　　　　　　0　　　　124．284　1，696．557
Eη＊＝1，402．813
EG‘＝Ex‘＊一E7‘＊＝48，180．52
　　2EG＝ΣEG盛＝96，361．04
　　2＝1
　　　　 0　　　　　0　　　　　0
　　　 0　　　　0　　　　0
1，705．469　1，705．469　　　　　0　　　1，705．469
　　　 　　0　　　3，004．235　　　　　0
この結果については次の指摘をなしうる。
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ωEプ¢＊がケース4よりもさらに増加している。要するに，結託のメリッ
トを奪うにはより大きな報酬を支払わなければならないのである。本ケー
スの解は，ケース4の条件式に（12－15）を付加して求められているから，
つねにケース4の実行可能解でもある。それゆえに，報酬コストがケース
4よりも増加するのは一般的な事実であるといいうる。要するに，部門管
理が本部と部門の間の垂直的コミュニケーションに依存して展開される場
合には，部門間の水平的な協力関係が強くなればなるほど，部門管理に要
するコストは増大するのである。この結論は，経験的事実との照応におい
ても，説得力をもつといいうる。
（b）第22表に，本ケースの報酬関数で計算した部門別の期待効用がシグナ
ルの組合わせ別に示されている。また，自部門fは真実を報告するが，相
手部門ノに虚偽報告をさせたときの部門別期待効用が第23表に示されてい
る19）。シグナルのどの組合わせにおいても，第22表における2人の期待効
用は第23表のそれを優越している。それゆえに，相手部門に虚偽報告をさ
第22表　協力ゲームの下での情況別期待効用
?
業 部 ．?
ξブL＝〃2ブ ξ坦＝〃3ブ 期　待　値
????ξ猛一・■。5676a56761。56761α29741。56769，4325
ξ耀一簡1。2974a5676P18．56741＆567411。432417．4324
期待値1。、32525676「、。56751ス4324＼
第23表　相手部門に虚偽報告させたときの期待効用
?
業 部 ．??
ξブ五　　　（〃τゴ＝ξゴ石r） ξゴ石r　　　（〃3ゴ＝ξゴL）
?????
ξ猛＝〃陀　　　　2．5676
一9P。5676 8．3513
ξ耀＝槻 熊2遡11。567418．5674
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第24表　双方が虚偽を報告するときの期待効用
?
業 部 ．?
ξゴゐ　　　　（吻＝ξ照） ξゴ1τ　　　（加ゴニ＝ξゴL）
?????
ξ毒五　　　（槻＝ξ田）
ξ乞π　　　 （槻＝ξ猛）
「ぱ6「す～≧翁面i§濡一一ご聴ド癒
せて利益を得ようとする動機は解消せられていることがわかる。
　それでは，両部門がともに虚偽報告をするとぎにはいかなる期待効用が
結果するであろうか。それが第24表に示されている。これをみると，各部
門の受け取るシグナルがEとしに分かれたときには虚偽報告が起こるか
にみえる。というのは，シグナルHを受け取る部門の期待効用（18．5675）
が真実を報告する場合のそれ（16．2974）よりも大きいからである。しか
し，相手部門の期待効用は虚偽報告のために一9に減少する。したがっ
て，結託を誘う部門（すなわち，シグナル丑を入手する部門）は相手部門
に対して，少くともそれが真実を報告したときに得られた効用（2．5676）
を補償してやらなけれぽならない。そのためには133．809のサイド・ペイ
メントが所要となる20）。ところがこの金額を支払うと自部門の期待効用は
18．5675から16．0232に低下する21）。この値はお互いが真実を報告したと
きの効用16．2974を下回る。したがって，この金銭授受を前提とする結託
は成立しない。かくして，この報酬スケジュールは真実の報告を動機づけ
る。
（・）もう一度，第22表と第23表の比較に戻ろう。真実を報告する部門fの
効用は，相手部門が真実を報告しようと虚偽を報告しようと，変化しない
ことがわかる22）。部門業績の評価は他部門の報告内容に影響されるべきで
はないとする管理可能性基準はまさしくこの事実のなかに反映されてい
る。さきに紹介したChristensenの主張はこのように解されるべきなの
であろう。
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　　4　振替価格制度の意義と有効性
　これまで，ケース1と2において，部門情報に依拠しない（非参加的）
部門管理方式を分析し，ケース3～5において，本部への情報伝達を前提
とする（参加的）部門管理方式を分析した。そして，後者の管理方式がよ
り高いパフォマソスをもたらすことを明らかにした。情報の組織的活用を
図ったことがそれに貢献したわけである。つまり，分散された状態にあっ
たために私的利益の追求にしか利用されなかったローカル・インフォメー
ションが本部に集中されて，それにもとづいて調整機能が有効に発揮され
た結果，このような改善がもたらされたのである。
　確かに，本例のように部門間に相互依存関係を作り出す資源配分問題の
合理的解決には，ケース3～5で扱った本部による集中管理方式が有力と
思われる。ただし，実務においては，この方式だけが採用されているわけ
ではない。たとえば，なんらかの事情によって部門が情報提供の要求に応
じない場合であるとか，本部への情報伝達が物理的に不可能であったり，
過大なコストを要する場合には，集中管理方式は採用できなくなるであろ
う。このような場合に，いかなる代替的管理方式を利用できるであろう
か。ここで検討しようとするのは，本部が資源配分の決定には直接関与せ
ず，これを部門間の協議に委ねるという方式である。これを便宜上，分散
管理方式とよぶことにする。集中管理方式よりもさらに権限の委譲が必要
になるという意味において，分散管理方式はより高度の分権制組織の下で
実施可能となる。
　さて，この方式の下では，各部門は各々が入手した情報を一堂にもち寄
って資源の部門別配分を決定する。本部はこの決定過程に一切関与しな
い。したがって，本部が留保するのは，事後的に入手される部門業績情報
κ‘にもとづいて報酬を支払う業績評価ルールの決定権のみとなる。ただ
し，そのような権限委譲をなしうるためには，先の数値例でいえば，（1）努
45
．力水準σf2の自発的な選択と・②環境情報に適合した資涼配分と投資案
の選択を・動機づけることに成功しなければならない。かかる業績評価ル
ールを導く決定問題は次の定式となる。
目的関数：〃珈1／12｛プ（35）＋7（40）＋3γ（45）＋3プ（50）＋7（55）
　　　　　γ（・）
　　　　　　十7（60）十7（65）十γ（75）｝
制約条件：（a）1／12｛～／γ（35）＋～／緬）十3～／禰＋3・v！禰
　　＋》繭＋・／禰＋》耐＋〉’而｝一25≧10
（∂LL）　1／3｛～／7（40）＋～／7（45）＋～／ヲて莇｝一25
　　　　⊇≧ユ／3｛へ／爾十へ／緬）』十へ／ノ（45）｝一9
（δL々）　1／3｛～／ヲ＝（需）「＋へ／7（40）十へ／ラ輸｝一25
　　　　こ≧1／3｛～／γ（30）一←～／プ（35）＋～／γ（40）｝一9
（6H乙）　1／3｛～／ア（565』十～／；て55）．＋～／ア（ラ5）．｝一25
　　　　⊇≧1／3｛～／爾＋～／ヲて56ヲ→一へ／ア（面）「｝一9
（δHE）　1／3｛～／7（45）＋～／プ（50）＋～／ア（65）｝一25
　　　　こ≧1／3｛～／ヲて繭「一←～／ヲて厩「一←～／γ（50）｝｝9
（OL冴）　1／3｛v！アζ諭＋・〉／7（40）＋・〉／澗｝一25
　　　　≧1／3｛へ／爾十～／倉（45）＋～／ヲて56）｝一25
（o∬L）　1／3｛～／ア（面）＋へ／7（55）＋～／而｝一25
　　　　≧1／3｛～／灰爾）一＋～／声（弱）一＋～／ア（碕｝一25
本部は環境情報を入手できないから，
（12－16）
　　　　　　　　　　　　　　　　　報酬関数は，部門利益娩のみを
変数とする単一評価基準に戻る。制約式（δpα）と（勉）は，部門fとノ
が入手するシグナルがそれぞれξ卯とξゴσであるとぎに，前者は行動α‘2
の選択を，後者は最適資源配分の決定を動機づける条件式である23）。両部
門の観察したシグナルが，五であれHであれ，同一種類であるときには，・
資源は両部門に折半される。この事実に注目して以下では各部門は基本的
46
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に1～／2の資源を所有するものと仮定しよう。そうすると，観察したシグ
ナルがしとEに分かれたときには，Lを入手した部門から∬を入手し
た部門に資源（R／2）が振り替えられるものと解することができる。
　制約式（OLπ）を見てみよう。部門∫がシグナル五を観察し，部門ノが
πを観察したときには，部門∫は資源を自己消費して投資案Gを実施す
るよりも，これを部門ゴに振り替えて，投資案Aゴの実施を可能にしてや
った方が（それによって，自部門は投資案島しか実施できなくなるが），
全体利益の改善になることは既に明らかである。制約式（Oしのは，そのよ
うな選択を動機づけているのである。また，制約式（6肌）は，逆の情況に
おいて，部門ノから部門∫への資源の振り替えを動機づける。
　ところで，上式を一瞥すると制約式（ろしL）と（σ耀）が相互に矛盾を起こ
していることに気づく。かくして，判例の下では上述の2つの動機づけを
同時に可能にする業績評価ルールは存在しないという事実が明らかとな
る。かりに，どちらか一方の動機づけを断念するとした場合には，本例の
下では（ゐ乙L）の充足を放棄するのが有利であると判断される。しかしなが
ら，その結果，シグナル五が生じるときには怠慢が許容されるから，必
然的にパフォマソスの低下が生じる24）。
　かくして，われわれは上述の2つの動機づけを同時に可能にする手段を
探求するという課題をもつことになる。以下の論述の焦点は，実務で広く
採用されている内部振替価格制度（internal　transfer　pricing　system）が
実はこの目的に固有の役割を果たすという事実を論証することにある25’。
　この制度の下では，資源を移転したときに，市場取引にならって，受け
入れ部門は供給部門に対して一定の対価（振替価格）を支払う。そして，
それに伴う収支が事業部別の利益計算に組入れられる。すなわち，陶に振
替収支を加減して最終利益が求められ，それが業績評価情報として本部に
報告される。本例に，振替価格制度を導入したときの本部の決定問題は次
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　47
、のように定式化される。
　目的関数：：，η∫π1／12｛7（35＋T）＋γ（40十丁）＋γ（45＋T）
　　　　　　γ（・），7
　　　十ア（50－T）十7（55－T）十7（75－7「）十7（40）十2γ（45）
　　　＋2γ（50）＋γ（65）｝
　制約条件：（a）1／12｛》γ（35＋7’）＋》7（40＋7’）＋～／7（45＋T）
　　　十へ／γ（50－T）十～／7（55－T）十～／γ（75－T）十～／7（40）
　　　十2～／γ（45）十2～／γ（50）十～／7（65）｝一25≧10
　（ろしL）　1／3｛～／γ（40）十～／7（45）＋へ／7（50）｝一25
　　　　　⊇≧1／3｛～／7（35）＋～／γ（40）十へ／7（45）｝一9
　（わし」7）　1／3｛～／γ（35＋T）一ト～／7（40＋7、）十《／7（45＋7「）｝一25　　　　（12－17）
　　　　　≧1／3｛～／7（30＋2「）＋へ／7（35＋T）＋～／7（40＋T）｝一9
　（∂肌）　1／3｛～／7（50一コ【）十～／γ（55－T）十～／γ（75－7、）｝一25
　　　　　；≧1／3｛～／γ（45－7「）十へ／7（50－T）十《／γ（60一コ［）｝一9
　（ゐH丑）　1／3｛へ／7（45）＋へ／7（50）＋～／γ（65）｝一25
　　　　　≧1／3｛へ／γ（40）十へ／7（45）＋へ／γ（50）｝一9
　（OLπ）　1／3｛へ／7（35＋T）＋～／7（40＋7、）＋へ／γ（45＋T）｝二25
　　　　　⊇≧1／3｛～／2・（40）十～／γ（45）十～／7（50）｝一25
　（σ冴L）　1／3｛～／7（50－T）＋～／7（55－T）十へ／7（75－T）｝一25
　　　　　≧1／3｛へ／γ（45）十へ／7（50）十～／γ（65）｝一25
　ここで，Tは振替価格を示す決定変数である26）。その値をどの水準に定
めるかによって報酬関数が変化する。したがって，その決定権限は基本的
には本部に帰属させるのが妥当であろう。
　そこで，本部の立場にたってTの最適値を探求しよう。ここで，1つの
障害に直面する。われわれの数値例は第19表に示したように5千の倍数値
だけからなる離散モデルであるために，Tにそれ以外の値を指定すると，
　48
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そうしなかったときには伝わらなかった追加的な知識が業績情報（κ±T）
を通じて伝えられてしまうという事態が生じる。比較を行う上でこれは好
ましくない。そこで，以下では，Tのとりうる値を5千の倍数値に限定す
ることにする。
　この仮定の下では，最適解は次のとおりになる。
　　κ‘±T＊　　　　35　　　　40　　　　　45　　　　　　50　　　　55　　　　　65　　　　　　　75
　γ＊（κ乞±T＊）　　0　　20．25　　812．25　　2，304　　　0　　2，756．25　　2，756．25
　T＊＝5，000　　E7‘＊＝1，501．5
　Eσ¢＝E多乞＊一Eγ乞＊＝49，583．33－1，501．5＝48，081．83
　　　　2　EG＝≧コEG乞＝96，163．66
　　　z；1
　以上の結論に関連して次の指摘を行うことができる。
（a）この解は，上記のEκ乞＊の値が示唆するように，2つの動機づけに成
功している。振替価格丁を他の値に設定した場合にいかなる結果が生じる
かを第25表に要約しておこう。期待報酬の列に数字が示されていない場合
は，どちらか一方の動機づけに失敗することを示す27）。これを見ると，同
じく動機づけに成功する場合であっても，報酬コストが多様に変化してい
る。振替価格をどの水準に設定するかについて本部の観点からする重大な
　　　　　　　　　　第25表　振替価格と期待報酬
　　　　　　　　　振替価格丁　　　　　　期待報酬E7‘＊
1．　　　0
2．　5，000
3．　10，000
4．　　15，000
5．　　20，000
6，　　25，000
7．　　30，000
8．　35，000
9．　40，000＋5，000α
　（注）αは0以上の正の整数
1，501．5
2，197．5
1，809．33
2，008．33
1，630．88
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関心が生じるのはこのためである28）。実は・振替価格制度が動機づけコス
トに対してこのようにnontriviaiな影響を及ぼすのは，分散管理方式の下
においてであって，集中管理方式の下では，振替価格をどの水準に定めよ
うと，パブォマソスには何の変化も与えない。要するに，後者の場合には，
本部が資源配分の決定権を有しているから，業績指標の構成要素としてT
を導入すること自体に意味がないのである・かくして・振替価格制度は本
来的に分散管理方式に適合する制度であるという結論に達する。
（b）T＊＝5，000がもたらすパフォマソスEGは，部門間で情報交換を行わ
ないケース2のEGを上回っている。したがって，その比較においては，
本部と部門の間に情報の伝達システムを確立でぎない情況がある場合に
は，分散管理方式の採用が望ましく，振替価格制度が一定の役割を演じる
と解することができる。しかしながら，そのパフォマソスは，集中管理方
式（ケース3～5）の下で得られるEGを上回ることはできない29）。この
結論は，本部と部門間に情報の伝達システムを構築することの重要性をわ
れわれに教える。
　（注）
1）Weitzman，　M．，“The　New　Soviet　Incentive　Mode正，”Bθ〃∫o脚α」け
　Eooπo卿fos　（Spring　1976），　pp．251－257．
2）　その詳細については，共著「意思決定の財務情報分析」国元書房，1985年，
　第7章を参照されたい。
3）Loeb，　M．　and　W．　Magat，“Soviet　Success　Indicators　and　the　Evaluation
　of　Divisional　Management，”ノ。躍プπαJ　o／Acσoκ”伽g　1～θヨθα肋（Spring
　1978），pp．103－121．
4）　Groves，　T．，“Incehtives　in　Teams，”Eooηo〃1θ’7ゴ。α（Jully　1973），　PP．617－
　631．Groves，　T．　and　M．　LQeb，“lncentives　and　Public　Inputs，”ノ。麗7πα∫
　げPμうZ∫‘Eooηo〃3∫cs（August　1976），　PP，211－226．
5）Harris，　M．，　C．　H．　Kriebel　and　A，　Raviv，“Asymmgtric　Information，
　Incentives　and　Intrafirm　Resource　Allocation，”ル勉παgθ那θπ’εc∫6πcθ（June
　1982），pp．604－620．
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6）Ha1τis，　Kriebel　and　Ravivが提起したこの問題に応えるためにGr◎vesモ
　デルにeffort　aversionの要因をっけ加える試みが次の論文において展開され
　ている。Cohen，　S．　and　M．　Loeb，“The　Groves　Scheme，　Profit　Sharing
　and　Moral　Hazard，”磁澱9θ解θπ’Scfθπcθ（January　1984），　PP．20－24．ただ
　し，この修正モデルも確実性を前提にしている。
7）　Christensen，　J．，“Communication　alld　Coordination　in　Agencies：An
　Approach　to　Participative　Budgeting，”　Ph．　D．　dissertation，　Stanford
　University，1979，　Chapter　5．
8）cf．　Myerson，　R．，“lncentive　Compatibility　and　the　Bargaining　Pro・
　blem，”E‘oπo翅θ’γ加（January　1979），　PP．61イ4．　D’Aspremont，　C・and　L・
　Gerard－Varet，“Incentives　and　I且complete　Information，”10κ7πα’げP〃bJゴ。
　Ecoπo〃多’c5　（February　1979）　pp．25－45．
9）　その証明についてはChristensen，　J．，　oρ．　o”．，1979．　PP．91－112を参照さ
　れたい。ここでノ（κ・，釧αr，ξりは碗とξzを所与とした場合のκ‘とξ乞の
　同時確率を表わす。
10）　この結論は∫（κ‘1α・：，ξ）と∫（矧の，ξ）が相互に独立であるという仮定に依
　存する（fキブ）。
11）　Christensen，　J．，　oρ．σ尭．，1978，　pp．112－113．
12）以下のモデルの構築にあたっては，Christensen，　L“Vertical　and　Hori・
　zontal　Communication　in　Agencies．　A　Model　of　the　Transfer　Pricing
　Problem，”Unpublished　working　paper，　Odense　University，　Denmark，
　1982．に示された数値．例から有益な示唆を受けている。
13）　　1／6（2～／アボ（石）十2～／評＊（45）十～／γ＊（50））一9＝13・519
14）　これ以外にも動機づけ条件式を定義することがでぎるが，明らかに制約とし
　て働かない（redundant）ので，記述を省略した。
15）意思決定情報の機能については第1節で詳論した。
16）　シグナルの組合わせがし五と班fのときには，各部門は投資案CとDの
　．いずれをも選択することができる。しかし，前述したように本部は部門がどの
　　投資案を実行したかを観察できると仮定しているから，正確なメッ凌「一ジが入
　　手できるかぎりは，特定の投資案の選択を動機づける必要はない。
17），f．　Ch・i・t・n・e・，　J．，“Th・D・t・・mi・・ti・n・f　Perf・・m…eSt・nd・・d・and
　　participation，”ノ。躍γπαご。／Acω聯伽8・Rθ3θακん（Autumn　1982），　pp．589－
　　603．拙稿「情報非対称下の予算参加の有用性」会計，1983年8月号，PP。49－
　　69．9刀号，pp．92－109．拙稿「エイジェンシー・モデルによる管理会計情報
　　の分析」会計，1984年2月号，pp．212－234．
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18）Christense且が前掲のworking　Paperで作成した数値例のもとでは，この
　ような結託は生じない。したがって・以下に述べるケース5の分析はそこでは
　行われていない。
19）努力水準σz、と碗のいずれを選択するかに応じて期待効用は変化するが，
　その大きい方の値が示されている。
20）6ゴ1の努力を行使する部門’に2。5676の期待効用を補償する報酬の確実性
　等価値は133．809となるからである。
21）例の努力を行使するときに18・5675の期待効用をもたらす報酬の確実性等
　価値は759．967である。この金額から133・809の支払いを行うと期待効用は
　16．0232（＝～／626，158－9）となる。
22）部門∫の報告戦略のもっこのような性格はドミナソトな戦略解とよばれる。
　cf．　Loeb，　M．　and　W．　Magat，　oρ．σff．，　P．115．この解概念は明らかにナッシ
　　ュ均衡概念よりも強い意味をもつ。より詳しくは・cf・Loeb・Mり“Coordina・
　tion　and　Informational　Incent圭ve　Problems　in　the　Multidivisional　Firm，診
　Ph．　D，　dissertation，　Northwestern　University，1975．
23）本部は部門がいかなる投資案を実施したかを観察することができると仮定し
　　ている。しかし，環境シグナルを入手できないために・観察された投資案が実
　現した環境状態の下で最適であるか否かを判断することはできない。そのため
　　に，後者の動機づけが必要となるのである。
24）　この場合には妬の選択を動機づける結果，E（副ξ重しξ∫L）は45，　QQOから
　40，000に低下する。
25）以下に述べる考え方はChristensenの前掲のworking　PaPerから貴重な
　　ヒγトを得ている。
26）　本門では各部門の意思決定情況が対称的に設定せられているから，振替価格
　　丁は単一変数：となる。
27、T＝0以外の他の3っのケースで解法不能となったのは，前述したT＝0の
　　場合の理由ではなく，報酬が負の値をとりえないという理由による。
28）各部門には一定の効用水準あが保証されるから，本例の下では，部門はT
　　の決定に対して無関心である。
29）Tに5千の倍数値以外の値を指定したとき最小の期待報酬E7五＊は1，450．375
　　となる。それでもこの値は集中管理方式の下でのEη＊よりも大きい。
52
